
チューネンの 「自然労賃」と生産力労賃
上田和長 (富士大学)

1.課 題

木報告は,チ ューネン 『孤立国』第 2部 第 1編 の全体構成を踏まえ, とくには第 15章 「労働

による資本製作」(自然労賃論)と 第 18章 「最終資本投下分の効果が利率の高さを決定する」(生

産力労賃論)と の関係を問い,従 来,チ ューネン労賃論,分 配論の謎とされてきた話問題に新た

な光を当てることを課題とする.

2.前 提 (8～13章 )

(1)労 働,資 本,賃 料,利 子,採 算条件

裸労働の生産物=p,労 働者の生活維持費 aと すると, a<pの 差が労働乗J余=y,労 賃=a

十y,労 TSJ乗J余率 s=y/aと なる。労働剰余は全額貯蓄されると仮定すると貯蓄 yと なり,貯

蓄積立により生活労働から解放された期間に資本製作し,製 作された資本を装備 して労働すると

生産物が大幅に増大する.増大した生産物から資本償却と労賃を控除した部分が資本賃料であり,

資本が貸借されるとき, この賃料が利子の源泉となる.

1年 資本は 1年 労働で製作されると仮定すると資本価値=a tt y,労 働と資本の協働生産物=

労賃十資本償却+資 本賃料となる。償却を控除した部分を労働生産物 p,利 率 zと すると, p=

(a tt y)(1+z)と なる.z=(p― (a tt y))/(a tt y),労 働分配率=(a tt y)/p=

1/(1+z)と なる。ここで, p一 定とすると,労 賃と利率は相反する.

労働を資本で代替する条件すなわち採算条件の基本規定は, s≦ zよ り, a tt y≦√ apと な

る。

(2)限 界生産力逓降と標準賃料,超 過賃料,労 働報酬

限界生産力が逓降するとき限界賃料αも逓降する。そのαが標準賃料となるため先行資本に超

過賃料が発生するが,こ の超過賃料は自立労働者の労働報酬へ算入される`q番 目に投下される

年資本の限界賃料αq' q年 資本の総賃料Σαq' q年 資本の標準総賃料=利 子αqqと すると,

q年 資本の超過賃料はΣαq~α qqと なる.

労働報酬は,資 本装備 0の 裸労働の産出貢献十算入される超過賃料, と計算されるので,労 働

報酬=裸 労働の労賃十算入される超過賃料=(a tt y)。 十Σ αq~α qqと なる。増加した労働

報酬にしたがつて資本価値も評価替えされる.労 働報酬と評価替え後の資本価値の数値例は,チ

図 1.限 界賃料)超 過賃料,利 子

限界賃料曲線αq

限界 q q
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ューネンが例示するA表 では,110+Σ 40×0.9q…,B表 では,82.5+Σ30XO.9q~1(A表 の 3/4)

と与えられている.

(3)「資本の生産費」と配当

「資本の生産費」は資本の製作に必要な貯蓄労働者数で測られる.資 本の生産費=資 本製作に

必要な貯誉者数=(a tt y)/y人 となる。貯蓄 yは 融通されて配当 rを受け取る.r=yz=

αy/(a tt y)=α /芝、要貯蓄者数,と なる。

限界生産力逓降を仮定すると,資 本装備上昇は標準賃料の逓降と超過賃料の発生をもたらす。

超過賃料を労働報酬へ算入し,そ れに応じて資本価値の評価替えを行うと,一 方で, α逓降と資

本価値逓昇により限界利率の逓降が加速され (r減要因),他 方で,芝、要貯蓄者数が減少する (r

増要因).資 本装備が上昇すると,配 当はどう動くか。

チューネンが例示したA表 ,B表 の数字例を用い,年 労働資本 qの増加とともに配当がどう変

化するかを見ると, qの ある値で配当が最大化されることが確認される.配 当を最大化するq番

目の年資本の限界利率が裸労働の労働乗J余率と等しくなつている点に注目すべきである。

(4)資 本の産出貢献力を労働の産出貢献カヘ還元

年労働の産出貢献額=労 賃=a(1+s),年 労働資本の価値=労 賃三a(1+S),償 却率 d

とすると,年 労働資本の産出貢献額=a(1+s)(d tt z)と なる.資 本の産出貢献力を労働の

産出貢献カヘ還元する率を求めると,還 元率=資 本の産出貢献力/労 働の産出貢献力=d tt zと

なる.こ の率で資本の産出効果を労働のそれに還元することにより,資 本と労f91の協TD」の産物が

あたかも労働要素のみによつて産出されたかのように擬制することが可能になる.

資本の採用条件は s≦ zだから, d=1と すると,資 本の限界生産力逓降の下限=a(1+s)

2となる。これは,労 働rll余率 sに基づく時間選好とも理解できる。

3.「自然労賃」論 (15章～17章)

(1)配 当を最大化する労賃

自然労賃モデルは次のとおりである。①地代 0の 孤立国の縁辺で標準規模の農場を新設する.

新設農場では労働者n人が資本nq年 労働を装備し労働生産物 (ライ麦)npシ エッフェルを産

出する。②nd年 労働の資本 (新農場資本)建 設のため建設労働者nq人 が芝、要である。この員

数には彼らが装備する資本の分も労働換算されて算入されている.③ 建設労働者nq人 は生活維

持費anqシ エッフエルを必要とする。これは在来農場で働く労働者の労働剰余から融通される。

だ、要貯蓄労働者数=anq/y人 となり,資 本 (農場)建 設関係者総数=建 設労働者十貯蓄労働

者=1■q(a+y)/y人 となる。④新設農場で収穫が上がれば,その総賃料=na=n{p― (a

十y)}シ ェンフエルとなる,⑤すると,配当r=新 設農場の総賃料/資 本建設関係者総数
=(p一

(a tt y)}y/q(a tt y)と なる.

1人当たり資本装備q,1人 当たり労働生産物p,生 活維持費aを
一定とおき,労働乗Jtt yを変

化させて 1人 当たり配当rの動きをチュ
ーネンの例示した数値例で見ると, yのある値でrが最

大化されることが確認される。微分どr/ど y=0と おきrを最大化するyを求めると, a tt y

=√ apが 得られる。これを自然労賃と規定する.

r最大化が果たされるまでのy引 き上げは,配 当増加,資 本増価,採 算条件の充足と並立し,

全ステークホルダーの利害を毀損することがない。労賃の大きさは資本製作労働者集団が 「自利」
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eigene lnteresseに基づいて決定する。彼らは労faJ者,融 資者,資 本製作者,資 本所有者,企 業

経営者の話機能を兼ね備えているので,彼 らの 「自利」を r最大化におくことには合理性がある.

r式 をある種の社会的厚生関数とみなす根拠にもなる。自然労賃論は微分法で解く制約条件付き

最大化問題の晴矢となつた.

(2)採 算条件の修正

チューネンの仮定した数値例, a=loO, q=12, p=300に したがって, rを 最大化するyを

酉己≧当

図2.yと,配当,労働剰余率,利率
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自然労賃公式 a tt y=√apか ら求めるとy=73.2と なるが,採 算条件 s≦ zか ら求めるとy≦

13.66となるので矛盾が生じる。原因は,採 算条件をs≦ zか らa tt y≦√apに 展開するとき

q=1と 仮定していたことにある.q>1の ときはz={p― (a tt y))/q(a tt y)と なるの

で,採 算条件をs≦ qzに 修正しないとa tt y≦√ apは 導けない.賃 料をq倍 にしないと最大

rは値域内に収まらない。

4.生 産力労賃論 (18章～20章)

(1)自 然労賃と生産力労賃,そ れらに対応する配当と利率

生産力労賃論では, 自然労賃論で
一定としておいた qを 可変とし, qに 対応する限界賃料=標

準賃料αq)総 賃料Σαq'禾Jtt Q q q,労働報酬
王生産力労賃 pq~α qqと 規定する。他方でq

に対応する自然労賃√ a pQを求め,この 2種 の労賃に対応する配当と利率を計算し,これらの諮

指標から最適 qを 探索する.チ ュ
ーネンはB表 を基礎にこの計算を行つているが,A表 を基礎に

計算し直した方が前の諸章との繁がりを得やすい。

生産力労賃対応配当=α Q(pq― αqq一 a)/(pq~α qq),自 然労賃対応配当
=(√ ap

q_a)2/aq,生 産力労賃対応利率=α q/(pq~α qq), 自然労賃対応利率
=(√ a pq―

a)/aqと なる。これら諸指標の比較秤量主体は資本製作労働者集団であり,彼 らの投資イン
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図3-1.qと 労賃
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図3-2.qと 酉己当
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センティブは配当最大化に絞られている。このインセンティブに従つて資本製作労働者集回はq

を最適に調整してゆく,

チューネンの例示した数値では,qの ある値で,① 2種の対応配当は最大化される。②2種の配

当は最大化されたとき同値となる。③このとき生産力労賃と自然労賃の値も
一致する.配 当を最

大化するqを求めるため, どr/ど q=0を 計算すると, pq~α qq=√ a pqが得られる.④ 2

種の労賃と対応配当がそれぞれ
一致するとき,2種 の対応利率も一致する。③2種の対応利率が一

致するとき,そ れらの利率は採算条件の下限に到達している.

qの調整によつて到達した上の状態を配当最大化と賃料最大化が実現されているという意味で

均衡状態と言う。このときのqを最適Qと呼ぶが,それはpq~α qq=√ a pqよ り (pq~√ a

pq)/α qと求められる.同 じpq~α qq=√ a pqよ りpq~√ a pq=α qq,す なわち,労

働生産物一自然労賃=自 然利子,も 求められる。自然労賃は 1年労働にたいする報酬であるが,

自然利子はq年労働資本にたいする報酬であることを忘れると,錯 誤が起こる.

(2)採 算条件の展開

この場合の採算条件は,s≦ qzに 基づき,(p qtt α q q~a)/a≦ αqq/(pq~α qq)

と表わされ,こ れからpq~α qq≦ √a pqと展開される.

(3)も う1つの指標

これらの指標とは別に混合型が示される.混 合型配当=α q(√ a pQ一 a)/√ a pq,混 合

型利率=α Q/√ a pqである.こ の混合型の指標について言及した研究は見当たらない.混 合型

指標導入の目的は何か.

チューネンは,国 民的資本装備が低位の段階で,資 本装備を上昇させる第 1新農場への追加投

資と資本装備を不変に保つ第 2新農場への新設投資との間の有利性判断を行うとき,前 者の収益

性指標に混合型を,後 者のそれに自然労賃対応型を採用している。国民的資本装備が低位の段階

では,資 本製作労働者集回は自利によつて前者への投資を選択する.

5.総 括

労賃が労働の限界生産力によつて決まるとき,先行生産力に超過剰余が発生する。クラ
ークは,

この超過剰余を資本貢献によるものと理解 しないと「労働掠奪」を認めることになると心配した。

しかし,こ の剰余は,チ ュ
ーネンの論理の本筋を活かし,ク ラークの要素 arrangement論に即し

て考えれば,企 業経営者による生産要素の最適按配努力,そ の工夫と創意に報いる部分として企

業者所得 (経営利潤)に なると理解できる。

賃料が資本の限界生産力によつて決まるとき,先行生産力に超過賃料が発生する.クラ
ークは,

この超過賃料を労働貢献によるものと理解 し労賃を表わすと解釈 した.し かし,こ の超過賃料は

企業者の経営努力に報いる企業者所得である。チュ
ーネンの言う労働者は経営も兼務する自立労

働者なので本来企業者所得であるものも労働報酬に算入された。

資本の採算条件は s≦ zで あり,こ の条件はa tt y≦√ apと 展開される.た だしq>1の と

き自然労賃 a tt y=√apを 成立させるためには採算条件を s≦ qzに 修正する必要がある。

生産力労賃論が問題としたのは,自然労賃を前提にして rを最大化するqを求めることである。

ここで,Σ αqを最大化するqの探索こそ最短距離の問題解決法だつたろうが,チ ュ
ーネンはあえ

てそうせず r最大化問題というマニアックな迂回路をとつた。なぜだろうか。それによって,労
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賃,資 本価値,配 当,企 業者所得の引き上げが並進しうる上限を求め,労 働者,融 資者,資 本製

作者)資 本所有者,企 業経営者など全ステ
ークホルダーの win‐win関 係を維持できる最適点をシ

ンプルな形で示 したかつたからであろう。このような意図を込めて,彼 は,制 約条件付き最大化

問題を設定しそれに経済学史上初めて微分法を適用し解決を与えた.し たがつて,配 当 r式 を社

会的厚生関数の特異な 1種 とみなしてもそう不合理ではない.自 然労賃については normativeな

性格が強調されてきたが,positivisticな性格を併せ持つことに注意喚起したい。

サムエルノンは自然労賃と生産力労賃との不
一致を主張したが, ドーフマンにq調 整視角から

それらの
一致を指摘され,こ れに同意 した。日本のチュ

ーネン研究はこの 2人 に先行すること50

年, q調 整による両者の
一致を認識 していた (ex.山 田).

本報告の独自点は,企 業者所得の源泉を明示したこと,採 算条件 s≦ zを確認し自然労賃を成

立させる条件として s≦ qzを 指摘したこと,配 当最大化問題の後景に退けられていた利率とそ

の下限問題を前景に引き出したこと,混 合型指標の発見によつて最適 qの 条件は芝、ずしもr最大

化ではなく2種 の労賃と3種の配当および利率それぞれの
一致であることを示したこと等である。

次の機会には,資 本の産出効果を労働のそれへ還元する視角から要素代替を問い,企 業者の要素

収益率均等化行動による要素価格形成と限界生産力の調整,ク ラ
ークの言 う 「無関心帯」zone Of

indifference問題に論歩を進めたい。
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